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三菱ふそうトラック・バス株式会社
生産本部
サプライチェーンマネージメント統括部
海外生産総括部
石川 裕之

1985年 三菱自動車工業に入社。名古屋自動車製作所・生産技術部にて設備計画・
工法計画、生産管理部にて新車種生産準備を担当。

1994年 同本社・海外業務部にてKD受注／出荷・トラック・バス生産計画を担当。

2003年 トラック・バス部門分社に伴い三菱ふそうトラック・バスに移籍。海外業務部・
販売管理部にて安全保障貿易管理・IT・コンプライアンス・EPAを担当。
2019年より現職。

（略歴）
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日本における第一種特定原産地証明書の発給数

EPAの活用には原産地証明が必要であり、発給数は年々増加
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自動車業界における第一種特定原産地証明書の発給数

自動車業界においても、発給数は年々増加傾向にある
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自動車業界のEPA活用状況

自動車業界は2005年発効の日メキシコ協定からEPAを活用し始め輸出拡大
日本の輸出において、自動車関連は約2割を占める
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日本の自動車サプライチェーン

自動車が輸出されるまで、多数の部品メーカーが自動車製造に携わる
サプライチェーンは、日本の「ものつくりの力」となっている
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EPA活用は自動車業界サプライチェーン全体の競争力強化に繋がる

国内生産を維持・拡大させ、日本国内に「ものつくりの力」を維持

自動車業界におけるEPA活用の意義 9



EPA輸出までの流れ

EPAの活用には、特定原産地証明書（C/O）が必要
C/O作成には様々な調査や手続きを要し、部品メーカーにもご協力いただい
ている
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特定原産地証明書のサンプル 11
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原産性調査の難しさと自動車業界特有の難しさ 13

原産性調査は各協定毎の複雑なルールの理解と遵守が必要

自動車は部品点数が多くサプライチェーンが深いこと等により、多くの部品
メーカーに作業にご協力いただいている



協定毎・品番分類 （≒HSコード）毎に様々なルール（原産地規則）が設定

協定毎・品番分類毎に該当するルールを確認の上、対応が必要

原産地規則の一例
ー 日EU協定 付録三 B-1の規定ー

第八七〇三・二一号から第八七〇三・九〇号までの各号の自動車用の鉄鋼製ホワイトボディ
(注) 注 この節の規定の適用上、「ホワイトボディ」とは、金属部品が溶接された塗装前の
車体をいい、フレーム及び車体部品の組立てを含み、次のものの枠組構造の組立てを除く。
エンジン シャシの部分組立品及びトリム(ガラス、腰掛け、椅子張り用品、電子部品等)
可動部品(ドア、トランク、ボンネット及びフェンダー)第七二・〇七項、第七二・一八項
及び第七二・二四項の非原産である鉄鋼製の半製品の産品からの生産
（注）
注 関連する生産工程の基準を適用するため、
(a) 次に掲げるホワイトボディの部品は、当該ホワイトボディの一部を構成する場合には、
鉄鋼製のものでなければならない。
Ａピラー、Ｂピラー及びＣピラー又はこれらに相当する部品
サイドメンバー又はこれに相当する部品
クロスメンバー又はこれに相当する部品
フロアサイドレール又はこれに相当する部品
サイドパネル又はこれに相当する部品
ルーフサイドレール又はこれに相当する部品
ダッシュボードサポート又はこれに相当する部品
ルーフサポート又はこれに相当する部品
リアウォール又はこれに相当する部品
ファイアウォール又はこれに相当する部品
バンパービーム又はこれに相当する部品
フロアパン又はこれに相当する部品
(b) 部品又は部品の組合せは、その名称にかかわらず、(a)に掲げる部品と同一の機能を
果たす場合には、同様に鉄鋼製のものでなければならない。

自動車・自動車部品で使われる
原産地規則とHSコードの種類

原産性調査の難しさ・・・①複雑な原産地規則

原産地規則 HSコード

TPP11 22 73

日EU 25 166

日インドネシア 4 82

日インド 7 106

日オーストラリア 7 32

日タイ 9 178

日チリ 7 138

日フィリピン 8 167

日ベトナム 8 102

日ペルー 10 125

日マレーシア 6 189

日メキシコ 54 139

他に日米貿易協定等あり。協議中のRCEP等、今後EPAは拡大

14



原産性調査の難しさ・・・②難しいHSコード分類

原産地規則の特定や原産性調査には世界共通のHSコードが必要
HSコードの分類には産品情報とルールの専門知識が必要
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原産性調査には様々な情報が必要であり、社内/外の協力が不可欠
部品メーカーの原産性調査の担当者には、それら情報を集約してまとめ、

日本原産を立証することにご協力いただいている

原産性調査の難しさ・・・③工数が掛かる情報入手 16



原産性調査の難しさ・・・④書類作成の工数と保管期間

原産地証明取得には、根拠書類の作成と提出が必要

輸入国税関の監査に備えて、各協定の規定に沿って根拠書類を保管
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自動車業界特有の難しさ・・・①数多い構成部品 18

自動車は構成部品が多いため（約3万点）、多くの部品メーカーに原産性
調査にご協力いただいている
さらに最近のEPAの原産地規則厳格化により、今まで以上に調査件数増加



自動車部品のサプライチェーンは階層が深く、多くの部品メーカーに原産性
調査にご協力いただいており、自動車の原産地証明が複雑化

自動車業界特有の難しさ・・・②サプライチェーンの深い階層

ノウハウ
マンパワー
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 ほとんどの原産性調査はTier1で完了せず、Tier2、Tier3以降に遡って調査が必要
 遡るにしたがって、ノウハウやマンパワーが少なく、正しい判定に苦慮



自動車業界特有の難しさ・・・③多様なサプライチェーン

自動車のサプライチェーンは、パススルー企業として商社等が関係するケース

等様々であり、原産性調査が複雑化
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自動車業界特有の難しさ・・・④フォーマットと依頼回答

原産性調査フォーマットは各社統一されておらず、また依頼や結果授受はEメール

を中心とした手作業で、EPA活用まで多くのご負担をお掛けしている
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自動車業界の取り組み

＜自動車産業の原産性証明の課題：原産性証明サプライチェーン内の構図＞

自動車業界が協力し、部品メーカー各社の困りごとを自動車業界全体の
課題として明確にし、具体的に対応を図る活動を開始
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自動車業界が協力し、自動車業界の原産性調査ガイドラインを策定・合意
ガイドラインは、サプライチェーン全体の負荷低減を目的に、3つの柱で構成

自動車業界の取り組み・・・①ガイドライン策定・合意

部品メーカーにおいて今後期待できること

自動車メーカーの調査方法が統一されることで、原産性調査の工数削減を図れる
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部工会HPにて公開、現在運用中



自動車業界の働きかけに前向きに
対応、フォーマットの統一に協力

自動車業界の取り組み・・・②標準化活動

原産性証明にかかわる経済産業省、日本商工会議所と連携し、標準化を実現
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自動車業界の取り組み・・・③効率化活動

標準化した業務を元に業界共通システム（JAFTAS）を構築
JAFTASだけでなくサポートデスクも設置し部品メーカーの負担を軽減
JAFTAS費用は依頼者（完成車メーカー等）負担

部品メーカーにおいて今後期待できること

①処理を定型化することで回答が容易になり、担当者の負担減に繋がる
②回答の精度が向上し、コンプライアンス面の不安の軽減できる

26



説明会 時期 目的

1. JETRO主催
EPA活用セミナー

7月
※その後

Web掲載

自動車業界の取り組みの背景・概要を説明
目的①自動車業界の取り組みを知っていただく
目的②自動車メーカーの説明会や各種WSへ実務担当者を派遣いただく

2. 自動車メーカー主催 説明会
自動車メーカーごとの方針・移行方法等の説明
目的：取引先の方針をご理解いただく

説明 時期 目的

3.  自動車メーカー主催 説明会 上記2. と同様

4. 操作説明会 （ライブ） 8月以降

JAFTASの機能及び使い方説明会
・標準パターン別のサンプルに沿った基本的な画面操作説明
・Webでのライブ配信（少人数～300人）
・質疑応答にも対応

5. 操作研修 （オンデマンド） 8月以降

JAFTASの機能及び使い方説明会
標準パターン別のサンプルにそって自己学習するプログラムをご提供
（2000社枠準備）
・ クイックマニュアル、操作マニュアル
・ 動画解説（操作説明会と同等内容）
・ JAFTASでの画面操作（トライアル環境）

自動車業界の取り組み・・・④普及活動

より多くの「知る機会」を作るため、部品メーカーの経営幹部から実務担当者まで

階層別に説明会、及び、操作説明会を設定

【経営幹部向け】

【実務者向け】

※4. 5.は、JAFTAS運用会社（東京共同トレード・コンプライアンス）が主催
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JAFTAS導入スケジュール

Aグループ： いすゞ自動車株式会社、川崎重工株式会社、株式会社SUBARU、
株式会社デンソー、トヨタ自動車株式会社、本田技研工業株式会社、
三菱自動車工業株式会社

Bグループ： ダイハツ工業株式会社、三菱ふそうトラック・バス株式会社

1月以降導入予定： スズキ株式会社、ヤマハ発動機株式会社 ※JAFTASの導入は各社判断

【ご参考：JAFTAS立ち上げタイミングまとめ（2020年7月時点)】最新状況は、各社にご確認ください。
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各種説明会/ワークショップのご案内方法と申込み方法

説明会 ご案内方法 申し込み方法

1. JETRO主催
EPA活用セミナー

11月までJETROウェブサイトに掲載

2. 自動車メーカー・原産性調査
依頼者主催 説明会

各自動車メーカー・原産性調査依頼者から、取引先の窓口へ連絡いたします。
詳細は、自動車メーカーへお問い合わせください。

【経営幹部向け】

【実務者向け】

説明会 ご案内方法 ご案内時期 申込み方法 申込み時期 開始時期

3.  自動車メーカー主催 説明会 上記2. と同様

4. 操作説明会 （ライブ） 各自動車メーカー
および
JAFTAS HP
（https://jaftas.jp）

7月
JAFTAS HP
（https://jaft
as.jp）

7月 8月

5. 操作研修 （オンデマンド）

※JAFTASに関することや操作説明会については東京共同トレード・コンプライアンスへお問い合わせ下さい

（連絡先） 電話番号：03－5219－8761 Eメール：jaftas_support@tktc.co.jp
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まとめとEPAの活用に向けたお願い

• EPAの活用が拡大し海外での競争力強化することは、「ものつくりの力」を日本国内
に維持することに結びつき、日本経済全体の活性化にもつながります

• 自動車業界の取組み（ガイドライン・システム化）によって、部品メーカーの業務負担
軽減を図り、EPA活用促進に繋げていきたいと考えています

② EPAの活用に向けたお願い

① まとめ

• 今までの原産性調査へのご協力に感謝いたしますとともに、
今後も輸出競争力を高め日本の「ものつくりの力」を維持するため、

引き続きEPA活用に向けたご理解と原産性調査へのご協力をお願い致します

• 原産性調査のシステム化（JAFTAS)について詳細をご説明致しますので、

自動車メーカーによる説明会等にご参加願います

• 今後、EPAの活用をさらに拡大していくため、原産性調査業務の強化についての

社内体制の再検討をお願い致します
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